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仙台市役所執務環境計画検討等業務委託に係る 

公募型プロポーザル参加表明書評価要領 

 

 
１．参加表明書評価要領 

（１）参加表明書の評価内容は以下のとおりとする。 

（２）評価対象の評価項目について，事務局が評価基準に従い基礎評価を行い，選考委員が最終評

価を行う。 

（３）参加者が特定されないよう，参加表明書等の一部を処理してから評価を行う。 

（４）業務実績等における，同等・同種・類似の種別は以下のとおりとする。 

※１：対象人数とは，下記に示す執務環境計画業務又はチェンジマネジメント支援業務で対象

となった職員や従業員の人数を指す。 

※２：複合施設においては，一部を事務所の用途に供するものを含む。 

※３：執務環境計画業務とは，執務環境における家具・什器等のレイアウト作成業務を指す。 

※４：チェンジマネジメント支援業務とは，新たな執務環境において目指す働き方の方針整理

や職員の意識醸成に関する支援業務を指す。 

（５）いずれも，日本国内の業務かつ平成２２年４月１日から令和２年３月３１日までに業務が完了

したものに限る。 

（６）いずれも，参加者が元請又は共同企業体の代表者として受注したものに限る。 

（７）評価点が同点となった場合は参加者の業務実績において同等・同種・類似の順で件数が多い順

で決定する。 

 

２．評価内容 

（１）参加者の実力（業務実績・受賞歴・本店所在地）          〔配点合計５０点〕 

評価対象 評価項目 配点 

①業務実績 参加者の業務実績について評価する ３０ 

②受賞歴 

参加者が行った業務に対する，国・地方公共団体等又は

民間団体からの受賞歴について評価する 

（日経ニューオフィス賞など） 

１０ 

③本店所在地 参加者の本店所在地について評価する １０ 

 

①業務実績 

評価基準 評価 点数 

同等の業務３件以上の業務実績がある。 Ａ ３０ 

同種以上の業務３件以上の業務実績がある。 Ｂ １８ 

類似以上の業務３件以上の業務実績がある。 Ｃ ６ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 

同等 

対象人数（※１）が1,000人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎（※２）にお

ける業務で執務環境計画業務（※３）及びチェンジマネジメント支援業務（※４）を行

ったもの 

同種 
対象人数が500人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎における業務で執務環境

計画業務及びチェンジマネジメント支援業務を行ったもの 

類似 
対象人数が500人以上の新築された事務所（※２）における業務で執務環境計画業務及

びチェンジマネジメント支援業務を行ったもの 
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②受賞歴 

評価基準 評価 点数 

受賞歴が２件以上ある。 Ａ １０ 

受賞歴が１件ある。 Ｂ ５ 

受賞歴がない。 Ｃ ０ 

  

③本店所在地 

評価基準 評価 点数 

仙台市内に本店を有する。 Ａ １０ 

仙台市外に本店を有する。 Ｂ ０ 

 

 

（２）配置予定担当者の実力（従事実績）                〔配点合計５０点〕 

評価対象 評価項目 配点 

①総括担当者 総括担当者としての従事実績について評価する ３０ 

②主担当者 同様の業務への従事実績について評価する ２０(各５点) 

 ※②において対象となる実績は，日本国内における業務かつ平成２２年４月１日から令和２年３

月３１日までの期間に完了した業務におけるもので，仕様書（案）第２章第３項に示す担当業

務内容の一部と同様の業務を行った場合を含む。 

 

①総括担当者 

評価基準 評価 点数 

同等の業務における総括担当者としての従事実績がある。 Ａ ３０ 

同種の業務における総括担当者としての従事実績がある。 Ｂ １８ 

類似の業務における総括担当者としての従事実績がある。 Ｃ ６ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 

 

②－１主担当者（執務環境計画） 

評価基準 評価 点数 

対象人数が1,000人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎における同様

業務への従事経験がある。 
Ａ ５ 

対象人数が500人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎における同様業

務への従事経験がある。 
Ｂ ３ 

対象人数が500人以上の新築された事務所における同様業務への従事経験があ

る。 
Ｃ １ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 
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②－２主担当者（外部倉庫計画） 

評価基準 評価 点数 

建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第２項に規定する一級建築士資格を

有する。 
Ａ ５ 

建築士法（昭和25年法律第202号）第２条第３項に規定する二級建築士資格を

有する。 
Ｂ ３ 

その他業務に関係する資格を有する。 Ｃ １ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 

 

②－３主担当者（執務環境試行） 

評価基準 評価 点数 

対象人数が1,000人以上の国又は地方公共団体の庁舎における同様業務への従

事経験がある。 
Ａ ５ 

対象人数が500人以上の国又は地方公共団体の庁舎における同様業務への従事

経験がある。 
Ｂ ３ 

対象人数が500人以上の事務所における同様業務への従事経験がある。 Ｃ １ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 

 

②－４主担当者（チェンジマネジメント支援） 

評価基準 評価 点数 

対象人数が1,000人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎における同様

業務への従事経験がある。 
Ａ ５ 

対象人数が500人以上の新築された国又は地方公共団体の庁舎における同様業

務への従事経験がある。 
Ｂ ３ 

対象人数が500人以上の新築された事務所における同様業務への従事経験があ

る。 
Ｃ １ 

上記いずれにも該当しない。 Ｄ ０ 
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仙台市役所執務環境計画検討等業務委託に係る 

公募型プロポーザル技術提案書評価要領 
 

 

１．技術提案書評価要領 

（１）技術提案書の評価内容は以下のとおりとする。 

（２）評価対象について，各評価項目により選考委員が評価を行い，事務局が取りまとめる。 

（３）参加者が特定されないよう，技術提案書等の一部を処理してから評価を行う。 

（４）各選考委員の評価点は，技術提案書１件につき９０点満点とする。 

（５）各選考委員の評価点の平均を技術提案書評価点とする。 

（６）技術提案書評価点を計算で求める場合は，小数第２位四捨五入第１位止とする。 

 

２．評価内容 

（１）参加者の能力 （技術提案等）                            〔配点合計９０点〕 

評価対象 評価項目 配点 

技術提案書

の内容 

テーマ１ 

「執務環境計画」 
ヒアリングを踏まえ，各課題に対する技術

提案内容の実現性・的確性・独創性を評価

する 

２５ 

テーマ２ 

「チェンジマネジメント支援」 
２０ 

テーマ３ 

「外部倉庫計画」 
５ 

業務の実施方針及び実施体制 

業務理解度，業務コスト合理化の工夫，業

務の進め方及び実施体制の的確性を評価す

る 

１０ 

業務スケジュール 
提案内容及び関連業務を踏まえ，スケジュ

ールの実現性・的確性を評価する 
１０ 

ヒアリング 
プレゼンテーション・質疑応答の内容，説

明姿勢，わかりやすさ，熱意を評価する 
２０ 

 

（２）評価基準 

評価対象 

点数 

Ａ  Ｂ Ｃ Ｄ Ｅ 

極めて良好 良好 普通 やや劣る 劣る 

技術提案書

の内容 

テーマ１ ２５ １９ １３ ６ ０ 

テーマ２ ２０ １５ １０ ５ ０ 

テーマ３ ５ ４ ３ １ ０ 

業務の実施方針 

及び実施体制 
１０ ８ ５ ３ ０ 

業務スケジュール １０ ８ ５ ３ ０ 

ヒアリング ２０ １５ １０ ５ ０ 
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３．総合評価 

（１）選考対象者について参加表明書及び技術提案書の評価点を集計し，総合評価点を算出する。 

（２）各評価点の集計は事務局で行う。 

（３）参加者が特定されないよう，参加表明書等の一部を処理してから集計を行う。 

（４）評価点の集計方法及び配点は以下のとおりとする。 

 

総合評価点 ＝ 参加表明書評価点×０．１ ＋ 技術提案書評価点×１．０ 

 

集計対象 評価対象 配点 

参加表明書 
参加者の実力 ５０点満点×０．１ ５ 

配置予定担当者の実力 ５０点満点×０．１ ５ 

技術提案書 

技術提案書の内容 ５０点満点×１．０ ５０ 

業務の実施方針及び実施体制 １０点満点×１．０ １０ 

業務スケジュール １０点満点×１．０ １０ 

ヒアリング ２０点満点×１．０ ２０ 

総合評価点 １００ 

 

（５）総合評価点を計算で求める場合は，小数第２位四捨五入第１位止とする。 

（６）総合評価点が同点となった場合は選考委員による決選投票を行い，最優秀及び次点を決定す

る。 

 


